
平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要
平成１８年１０月２７日

上 場 会 社 名 株式会社エクセディ 東　・　大
コ ー ド 番 号 ７２７８ 大　阪　府
   （ＵＲＬ http://www.exedy.co.jp/  ）
代 表 者 清 水  春 生
問合せ先責任者 政 岡　久 泰 　ＴＥＬ （０７２）８２２－１１５２
中間配当支払開始日 　中間配当制度の有無　　有

　単元株制度採用の有無　有（１単元100株）

１．１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
(1)経営成績 　（百万円未満切捨）

　　　百万円 　％ 　　百万円 　％ 　　百万円 ％

１８年９月中間期 ４５，４０３ (  9.0) ３，３３６ (  11.9) ４，５５４ (   14.5)

１７年９月中間期 ４１，６６２ (  6.9) ２，９８１ (   7.6) ３，９７６ (    6.6)

１８年３月期 ８７，０９６ ７，１７７ ８，３７０

　　　百万円 　％ 円 銭

１８年９月中間期 ３，１０９ 　　( 13.0) 　６３　　５４
１７年９月中間期 ２，７５０ 　　( 22.5) 　５５　　２５
１８年３月期 ５，５２８ １０９　　４７
(注)① 期中平均株式数 18年9月中間期 48,937,559株 17年9月中間期 49,789,585株 18年3月期 49,723,608株

    ② 会計処理の方法の変更 無

    ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率

(2)配当状況
1 株 当 た り 1 株 当 た り

中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

銭 円 銭

１８年９月中間期 １４　　５０ －
１７年９月中間期 １０　　００ －
１８年３月期 － ２７　００

(3)財政状態 　（百万円未満切捨）

百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 ８５，５０８ ６０，３２６ ７０．５ １，２３２　 ７３
１７年９月中間期 ８１，５７５ ５８，７５２ ７２．０ １，１８０　 ０４
１８年３月期 ８４，４４９ ５８，２４５ ６９．０ １，１８８　 ４５
(注)①期末発行済株式数 18年9月中間期 48,937,042株 17年9月中間期 49,789,126株     18年3月期 48,937,921株

 　 ②期末自己株式数 18年9月中間期  856,694株 17年9月中間期 4,610株     18年3月期 855,815株

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
１株当たり年間配当金

期  末

百万円 百万円 百万円       円     銭        円      銭

通      期 ９３，５００ ８，５００ ５，７００ １４　　５０ ２９　　００
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） １１６円　４８銭

（注）　上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５頁を参照してください。

円

売上高 営業利益

代 表 取 締 役 社 長
常務取締役管理本部長
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１．中間貸借対照表

(百万円未満切捨)

期  別     平成18年9月中間期 平成18年3月期 対前期末 平成17年9月中間期

平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在 増      減 平成17年9月30日現在

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％ ％

流動資産

7,171 7,749 △577 8,405 

1,466 1,317 148 1,557 

19,706 19,119 587 17,017 

4,708 4,762 △53 4,679 

1,589 1,575 14 1,623 

2,645 2,547 98 1,677 

1,161 1,122 38 1,064 

△1,221 △1,196 △24 △1,225 

37,228 43.5 36,997 43.8 231 0.6 34,800 42.7 

固定資産

有形固定資産 27,052 31.6 25,943 30.7 1,109 4.3 25,794 31.6 

5,934 5,887 46 5,532 

12,691 11,025 1,665 10,671 

4,976 4,984 △7 4,984 

3,451 4,046 △595 4,605 

無形固定資産 310 0.4 358 0.4 △48 △13.5 556 0.7 

投資その他の資産 20,917 24.5 21,150 25.1 △233 △1.1 20,423 25.0 

1,376 1,553 △177 1,287 

14,147 13,676 470 13,326 

2,298 2,212 86 1,712 

1,879 2,352 △473 2,771 

1,220 1,402 △182 1,374 

△4 △47 42 △49 

48,280 56.5 47,452 56.2 827 1.7 46,775 57.3 

資産合計 85,508 100.0 84,449 100.0 1,058 1.3 81,575 100.0 

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 出 資 金

土 地

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

建 物

機 械 及 び 装 置

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

そ の 他

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

流動資産合計

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固定資産合計
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(百万円未満切捨)
期  別     平成18年9月中間期 平成18年3月期 対前期末 平成17年9月中間期

平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在 増      減 平成17年9月30日現在

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％ ％

流動負債

549 484 64 422 

7,178 7,782 △604 7,014 

－ － － 100 

2,884 2,786 98 2,707 

1,009 1,089 △79 1,192 

5,301 3,662 1,638 69 

586 630 △44 603 

1,202 1,885 △682 1,804 

18,711 21.9 18,320 21.7 391 2.1 13,915 17.1 

固定負債

5,764 6,282 △517 7,265 

550 1,333 △782 1,393 

155 268 △113 247 

6,470 7.6 7,884 9.3 △1,413 △17.9 8,907 10.9 

負債合計 25,182 29.5 26,204 31.0 △1,022 △3.9 22,822 28.0 

（資本の部）

資  本  金 － － 8,284 9.8 － － 8,284 10.2 

資本剰余金 － － 8,767 10.4 － － 8,767 10.7 

－ 7,540 － 7,540 

－ 1,226 － 1,226 

利益剰余金 － － 43,435 51.4 － － 41,155 50.4 

－ 1,805 － 1,805 

－ 35,703 － 35,703 

－ 5,926 － 3,647 
その他有価証券評価差額金 － － 708 0.9 － － 551 0.7 

自己株式 － － △2,951 △3.5 － － △6 △0.0 

資本合計 － － 58,245 69.0 － － 58,752 72.0 

負 債 資 本 合 計 － － 84,449 100.0 － － 81,575 100.0 

株主資本 59,725 69.8 － － － － － － 

 資  本  金 8,284 9.7 － － － － － － 

 資本剰余金 8,767 10.3 － － － － － － 

7,540 － － － 

1,226 － － － 

 利益剰余金 45,628 53.3 － － － － － － 

1,805 － － － 

43,822 － － － 

39,573 － － － 

4,248 － － － 

 自己株式 △2,954 △3.5 － － － － － － 

評価・換算差額等 600 0.7 － － － － － － 

 その他有価証券評価差額金 600 － － － 

60,326 70.5 － － － － － － 

85,508 100.0 － － － － － － 

支 払 手 形

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

一 年 以 内 償 還 社 債

預 り 金

そ の 他

流動負債合計

製 品 保 証 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

長 期 未 払 金

（純資産の部）

中間(当期)未処分利益

そ の 他

固定負債合計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

純資産合計

負債純資産合計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

  任 意 積 立 金

  繰越利益剰余金
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２．中間損益計算書

(百万円未満切捨)

期  別     平成18年9月中間期 平成17年9月中間期 対前年中間期 平成18年3月期
平成18年4月 1日から 平成17年4月 1日から 増         減 平成17年4月 1日から

平成18年9月30日まで 平成17年9月30日まで  平成18年3月31日まで

科  目 金  額 比率 金  額 比率 金  額 増減率 金  額 比率

％ ％ ％ ％

45,403 100.0 41,662 100.0 3,741 9.0 87,096 100.0 

36,834 81.1 33,071 79.4 3,762 11.4 68,725 78.9 

8,569 18.9 8,590 20.6 △20 △0.2 18,370 21.1 

5,232 11.6 5,608 13.4 △376 △6.7 11,193 12.9 

3,336 7.3 2,981 7.2 355 11.9 7,177 8.2 

1,359 3.0 1,118 2.6 240 21.5 1,481 1.7 

1,128 954 173 1,075 

93 65 27 213 

137 98 38 192 

140 0.3 123 0.3 17 14.1 288 0.3 

10 0 9 2 

77 69 8 196 

52 53 △0 90 

4,554 10.0 3,976 9.5 577 14.5 8,370 9.6 

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

4,554 10.0 3,976 9.5 577 14.5 8,370 9.6 

912 2.0 1,077 2.6 △164 △15.3 2,332 2.7 

532 1.2 148 0.3 384 258.9 509 0.6 

3,109 6.8 2,750 6.6 358 13.0 5,528 6.3 

－ 896 － 896 

－ － － 497 

－ 3,647 － 5,926 

固 定 資 産 売 除 却 損

売 上 高

売 上 総 利 益

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

為 替 差 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税引前中間（当期）純利益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失
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３．中間株主資本等変動計算書

平成18年9月中間期(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで) (百万円未満切捨)

評価･換
算差額等

任意積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 8,284 7,540 1,226 1,805 35,703 5,926 △2,951 57,536 708 

剰 余 金 の 配 当 △831 △831 

利益処分による役員賞与 △85 △85 

特別償却準備金積立額 6 △6 － 

特別償却準備金取崩額 △127 127 － 

資産買換差益積立金取崩額 △7 7 － 

別 途 積 立 金 4,000 △4,000 － 

中 間 純 利 益 3,109 3,109 

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額）

－ △108 

－ － － － 3,870 △1,678 △3 2,189 △108 

平成18年9月30日残高 8,284 7,540 1,226 1,805 39,573 4,248 △2,954 59,725 600 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有
価証券評
価差額金

資本準
備金

その他
資本剰
余金

中間会計期間中の変動額合計

利益準
備金

中間会計期間中の変動額

その他利益剰余金
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４．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
 (1)有価証券
　　　子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　  時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
　　　                      処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法

 (2)デリバティブ
　　　　時価法

 (3)たな卸資産
　　　　製品･原材料･仕掛品は先入先出法による低価法、貯蔵品は最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
 (1)有形固定資産
　　　  定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
　　　については、定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡

　　　　建物　　　　　　　3～50年
　　　　機械及び装置　　　2～15年

 (2)無形固定資産
　　　　自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法によっており、
　　　その他の無形固定資産については、定額法によっております。

３．引当金の計上基準
 (1)貸倒引当金
  　　　売上債権・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
 (2)製品保証引当金
  　　  製品の品質に係るクレーム処理の費用に備えるため、過去のクレーム発生率に基づき、予想される
　　  発生見込額を計上しております。
 (3)退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
　　　き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　なお、数理計算上の差異は、発生時の翌事業年度に全額費用処理しております。過去勤務債務は、
　　　発生した事業年度に全額費用処理しております。
    
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　  外貨建取引等会計処理基準を適用しております。
　　
５．リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理の方法は、税抜方式によっております。
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５．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

１. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　　当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17
　年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指
　針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に
　伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。

２．役員賞与に関する会計基準
　　当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用して
　おります。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は42百
  万円減少しております。

６．注記事項

（中間貸借対照表関係）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 64,617 百万円 

２． 偶発債務

　　 　関係会社の銀行等よりの借入金に対する保証

　　　　 エクセディアメリカコーポレーション 1,198 百万円 

　　　 　㈱ディーケービルサービス 500 百万円 

　　　 　愛思帝（上海）駆動系統有限公司 348 百万円 

 　　　　エクセディベトナムカンパニーリミテッド 59 百万円 

計 2,106 百万円 

３． 仮受消費税等及び仮払消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

４． 中間会計期間末日満期手形の処理
手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であった

 　ため、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計期間末日残高に含まれております。

受取手形 277 百万円 
支払手形 38 百万円 

（中間損益計算書関係）

減価償却実施額 有形固定資産 2,165 百万円 

無形固定資産 69 百万円 

（中間株主資本等変動計算書関係）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

※1.自己株式の普通株式の増加０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

(単位:千株)

自己株式

普通株式(※1)

前事業年度末
株式数

855 0 - 856 

当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間
末株式数

- 25 -



（リース取引）
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価 差額

子 会 社 株 式 － －

関 連 会 社 株 式 302 百万円 280 百万円 21 百万円 

中間貸借対照表計上額

－
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